
カーボンニュートラルとＳＤＧｓ 

長野県知財総合支援窓口 久保 順一 

 

１．はじめに 

 地球温暖化対策として、２０５０年までに「カーボンニュートラ

ル」を目指して活動が行われています。自動車もＥＶ化が進んでお

り、産業界の変化も余儀なくされています・ 

 合わせて、以前から「ＳＤＧｓ」が取り組まれ、多くの企業や団

体・個人が活動に取り組んでいます。襟元にもＳＤＧｓバッジを良

く見かけます。 

 そこで本稿では、知的財産面からカーボンニュートラルとＳＤＧ

ｓの動向を調査し、お知らせします。 

 

２．カーボンニュートラルと知財 

２－１．カーボンニュートラル（脱炭素）とは 

 大気中に排出される二酸化炭素と、植林などによって大気中から吸収される二酸化炭

素が等しい量になり、結果的に実質ゼロの状態を指します。世界で１２０か国が活動を

開始しており、日本は、２０５０年に達成する旨を２０２０年に表明しました。 

２－２．特許出願状況 

（１）出願件数（第１図） 

キーワードとして「カーボンニュートラル」と「脱炭素」が考えられましたが、「脱炭

素」は地球温暖化以前から用いられている工業的加工方法や目的を表すことばですので、

「カーボンニュートラル」に絞って全文検索を行いました。 

 その結果、２０００年以前は特許出願がありませんが、２００１年から急増し、２０

０９年には年間３６７件になっています。その後一旦減少しましたが２０２０年（日本

政府の取り組み表明）から再度増加しています。 

（２）特許分類（技術内容、第２，３図） 

 Ｃ０８（有機高分子化合物；その製造または化学的加工；それに基づく組成物）が

３６％と突出して多く、他は差が少件数になっています。 
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第１図 ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙ特許出願
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第２図 技術分類別件数



第３図 ＦＩ分類の内容  

分類 内 容 分類 内 容 

Ｃ０８ 有機高分子化合物；製造・加工 Ｂ６５ 運搬；包装；貯蔵等 

Ｂ３２ 積層体 Ｃ１０ 石油；ガス；燃料等 

２－３商標出願状況 

（１）出願件数（第４図） 

 ２０１９年までは少ない状態が続いていましたが、２０２０年から急増しています。

これも、２０２０年の政府の表明による影響と思われます。 

（２）指定商品・役務（第５図） 

 指定が集中した商品・役務はありませんが、第４２類（科学技術又は産業に関する調

査研究及び設計並びに電子計算機又はソフトウェアの設計又は開発）が全体の１５％で

あり、以下第３６類（金融、保険及び不動産の取引）、第３５類（広告、事業の管理、小

売又は卸売）の順に小差で続いています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．ＳＤＧｓと知財 

３－１ ＳＤＧｓとは 

「Sustainable Development Goals」（持続可能な開発目標）の略称です。２０１５年

に国連サミットで採択され、国連加盟国が２０１６年から２０３０年までの１５年間

で達成することを掲げた目標です。１７の目標（第６図参照）と、その達成のための

１６９のターゲットで構成されています。 

第６図 ＳＤＧｓの１７の目標 

№ 目 標 № 目 標 

１ 貧困をなくそう １０ 人や国の不平等をなくそう 

２ 飢餓をゼロに １１ 住み続けられるまちづくりを 

３ すべての人に健康と福祉を １２ つくる責任 つかう責任 

４ 質の高い教育をみんなに １３ 気候変動に具体的な対策を 

５ ジェンダー平等を実現しよう １４ 海の豊かさを守ろう 

６ 安全な水とトイレを世界中に １５ 陸の豊かさも守ろう 

７ エネルギーをみんなにそしてクリーンに １６ 平和と公正をすべての人に 
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第４図 商標出願件数
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第５図 商品・役務別件数



８ 働きがいも経済成長も １７ パートナーシップで目標を達成しよう 

９ 産業と技術革新の基盤をつくろう   

 

３－１ 特許出願件数の推移（第７図） 

（１）明細書内に以下の文字を含む特許出願を抽出し

ました。 

「持続可能な開発目標」又は「ＳＤＧｓ」 

なお、「ＳＤＧｓ」は同文字を含む化学物質が多数検

出されてしまうため、同文字を含む化学関係の特許分

類を除いて検索を行いました。 

（２）その結果、２０１７年以前の出願は存在しませ

んが、２０１８年から出願が始まり、増加傾向にあり

ます。なお、出願から公開までの期間は１８か月であ

るため、出願日２０２１年以降は、正確な数字とはい

えません。今後の公開により更に増加すると思われま

す。 

３－２ 特許技術分類（ＦＩ）の推移（第８図） 

 ＦＩ分類は、発明の内容を表すインデックス（記号） 

であり、国際特許分類を細分化して設定しています。

そこで、ＳＤＧｓに関わる特許出願に付されたＦＩ分

類の件数を見ると、Ｇ０６が１４４６件中６２９件（４

３％）で最も多く、Ｈ０４が１５７件（１１％）で続い

ています。ＦＩ分類の内容は第９図を参照下さい。 

 第９図 特許ＦＩ分類数と概要 

順位 件数 ＦＩ分類 概 要 

１ ６１９ Ｇ０６ 計算又は係数、特に

データ処理 

２ １５７ Ｈ０４ 電気通信技術 

３ １２６ Ｈ０１ 基本的電気素子 

４ ９２ Ｈ０２ 電力発電、変換等 

５ ９０ Ｃ０８ 有機高分子化合物 

３－３ ＳＤＧｓ目標の設定（第１０図） 

ＳＤＧｓには１７の目標があります。特許明細

書内に目指している目標を記載している出願を抽出した結果、１５１６の目標が記載さ

れていました（多くは、１件内に複数の目標が記載されています）。 

最も多いものは、目標９（産業と技術革新の基盤をつくろう）であり、全目標件数中

２５．５％を占めています。続いて目標１２（つくる責任 つかう責任）２０．８％、

目標８（働きがいも経済成長も）１５．２％，目標１６（平和と公正をすべての人に）

１３．６％と続いています。 
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本稿では、特許出願（技術面）からＳＤＧｓ調査を行っていますので目標９が多いこ

とは想定されましたが、１２（持続可能な生産と消費）、８（経済成長と雇用）、１６（平

和）も技術に関連して重視されていることが確認されました。 

 

４．商標とＳＤＧｓ 

 商標登録は、商品や役務の実施を前提として手続きを行う場合が多く、また、特許に

比べて公開や審査までの期間が短いため、産業界や経済界の情勢が分かりやすいという

特徴があります。 

４－１ 商標出願件数の推移（第１１図） 

 ２０１６年以前は０件だったが徐々に増加し、２０２０年は８２件になっています。

その後減少が続いています。 

４－２ 指定商品・指定役務（第１２、１３図） 

 全２２９件で４２４の商品・役務が指定されています。このうち、１位の第４１類と

２位の第３５類（内容は第１３図参照）の２区分のみで全体の約半数を占めています。

このことは、ＳＤＧｓの活動は品物よりも役務（労働やサービス）を中心に活動してい

ることを表わしていると思われます。 

 

 第１３図 指定商品・役務と内容 

順位 区分 件数 割合 各類に属する商品・役務の概要 

１ 第４１類 １２４件 ２９．２％ 教育、訓練、娯楽、スポーツ及び文化活動 

２ 第３５類 ７９件 １８．６％ 金融、保険及び不動産の取引 

３ 第１６類 ３４件 ８．０％ 紙、紙製品及び事務用 

他 （他 42 類） （１８７件） （44.2％） ----- 
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第１１図 商標出願件数
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４－３ 登録審査状況（第１４図） 

 ２０２２年以前の商標出願のうち、登録は

２０件（８．7％）であります。商標の登録率

は一般的に約８０％であり、これに比べて約

１０分の１と極端に低い数字になっていま

す。 

 審査時に提示された拒絶理由を確認する

と、多くは商標法第４条第１項第６号（国、地

方公共団体等の著名な標章）に相当するとさ

れています。「「ＳＤＧｓ」の文字は、国際連合

で採択された目標の略称として広く知られて

いるものといえるから、公益に関する事業（施

策）であって営利を目的としないものを表示

する著名な標章「ＳＤＧｓ」と類似する商標と判断するのが相当」との判断が多くの拒

絶理由で提示されています。このように、「ＳＤＧｓ」を含む語の商標登録は困難と解さ

れます。 

 

５．まとめ 

 カーボンニュートラルは、地球温暖化に対する人類全体、かつ緊急の課題であり、早

急に対応を行う必要があります。 

 ＳＤＧｓは国内外で広く活動が行われており、長野県は、ＳＤＧｓの達成に向けて優

れた取組を提案する「ＳＤＧｓ未来都市」として、平成３０年（２０１８年）６月、他

の２８自治体とともに、全国で初めて国から選定され、その活動は高い評価を得ていま

す。 

ＳＤＧｓは、生活や業務の意識付けとして優れています。しかし、幅広い内容で、多

くの分野での関与が可能であって、スローガンに近い内容であるため、実効性を持つた

めには具体的な検討と行動が必要になります。 

そのような中で、特許等の知的財産は具体的な行動や技術を検討した後に出願（公開）

されているため、実施化への動きや実施後の成果への貢献度が高いと思われます。 

長野県知財総合支援窓口は知的財産権を切り口として、産業・経済の発達に寄与すべ

く皆様の戦略を踏まえて支援を行いますので、ご活用をお願い致します。 

（原稿作成２０２３年４月） 

第１４図 ＳＤＧｓ商標の出願・登録状況 

出願時期 出願件数 登録件数 

２０１７年 ３件 １件 

２０１８年 ２２件 ９件 

２０１９年 ４４件 ８件 

２０２０年 ８２件 ２件 

２０２１年 ５０件 ０件 

２０２２年 ２８件 ０件 

合計 ２２９件 ２０件 

登録率  ８.７％ 

 


